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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 20,180,638 

建物 31,789,801 

減価償却累計額 △ 12,090,224 19,699,576 

構築物 1,575,753 

減価償却累計額 △ 737,798 837,954 

機械装置 592,010 

減価償却累計額 △ 557,761 34,248 

工具器具備品 33,837,145 

減価償却累計額 △ 27,240,078 6,597,067 

図書 1,195,458 

美術品・収蔵品 89,210 

車輌運搬具 1,196,511 

減価償却累計額 △ 999,463 197,048 

建設仮勘定 136,753 

有形固定資産合計 48,967,955 

２　無形固定資産

特許権 27,029 

特許権仮勘定 28,226 

商標権 3,923 

商標権仮勘定 323 

ソフトウェア 21,205 

電話加入権 6,747 

その他無形固定資産 1,341 

無形固定資産合計 88,798 

３　投資その他の資産

長期貸付金 75 

差入敷金・保証金 52,384 

投資その他の資産合計 52,459 

固定資産合計 49,109,213 

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 4,463,844 

未収入金 351,175 

有価証券 1,000,000 

たな卸資産 72,147 

前渡金 30 

前払費用 171,487 

未収収益 514 

その他流動資産 27,173 

流動資産合計 6,086,374 

資産合計 55,195,587 

貸 借 対 照 表
（平成２９年３月３１日）
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負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 3,898,218 

資産見返補助金等 707,305 

資産見返寄附金 498,391 

資産見返物品受贈額 911,646 

建設仮勘定見返運営費交付金 161,504 6,177,065 

長期リース債務 1,783,137 

固定負債合計 7,960,203 

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 178,742 

寄附金債務 501,365 

前受受託研究費 210,722 

前受共同研究費 63,719 

前受受託事業費等 2,396 

前受金 12,227 

預り科学研究費補助金等 345,464 

預り金 123,162 

未払金 4,005,602 

未払費用 100,515 

未払消費税等 79,391 

短期リース債務 776,421 

流動負債合計 6,399,731 

負債合計 14,359,934 

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 28,259,496 

資本金合計 28,259,496 

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 30,384,990 

損益外減価償却累計額（△） △ 18,676,120 

損益外減損損失累計額（△） △ 16,157 

資本剰余金合計 11,692,712 

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 947,714 

当期未処理損失 △ 64,270 

（うち当期総損失 △ 64,270 ）

利益剰余金合計 883,444 

純資産合計 40,835,653 

負債純資産合計 55,195,587 
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 8,279 

大学院教育経費 129,473 

研究経費 2,289,570 

共同利用・共同研究経費 11,713,467 

教育研究支援経費 224,894 

受託研究費 1,006,812 

共同研究費 482,176 

受託事業費 231,001 

役員人件費 162,158 

教員人件費

常勤教員人件費 2,651,520 

非常勤教員人件費 981,749 3,633,269 

職員人件費

常勤職員人件費 1,630,889 

非常勤職員人件費 1,399,832 3,030,722 22,911,826 

一般管理費 1,131,516 

財務費用

支払利息 41,872 41,872 

雑損 16,542 

経常費用合計 24,101,757 

経常収益

運営費交付金収益 18,477,438 

大学院教育収益 215,354 

受託研究収益 1,209,108 

共同研究収益 537,372 

受託事業等収益 246,686 

寄附金収益 68,335 

施設費収益 20,551 

補助金等収益 1,022,563 

ILL運営収入 5,940 

GENII利用料収入 167,645 

JUSTICE運営収入 14,040 

UPKI運営収入 16,138 

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 856,714 

資産見返補助金等戻入 398,086 

資産見返寄附金戻入 226,050 

資産見返物品受贈額戻入 8,296 1,489,148 

財務収益

受取利息 627 

有価証券利息 293 

為替差益 1,771 2,691 

雑益

科学研究費補助金間接経費収入 401,422 

財産貸付料収入 25,796 

版権料・特許料収入 9,895 

公開講座収入 7,912 

手数料収入 7,808 

物品等売払収入 750 

その他雑益 71,550 525,134 

経常収益合計 24,018,152 

経常損失 △ 83,605 

損 益 計 算 書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
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臨時損失

固定資産除却損 14,872 14,872 

臨時利益

資産見返運営費交付金戻入 3,328 

建仮見返運営費交付金戻入 16,929 

資産見返寄附金等戻入 7,690 

資産見返物品受贈額戻入 806 

資産見返補助金戻入 65 28,820 

当期純損失 △ 69,657 

目的積立金取崩額 5,386 

当期総損失 △ 64,270 
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 12,832,530

人件費支出 △ 7,320,436

その他の業務支出 △ 1,009,654

運営費交付金収入 19,942,145

大学院教育収入 215,354

受託研究収入 1,234,858

共同研究収入 601,091

受託事業等収入 245,984

補助金等収入 1,046,641

補助金等の精算による返還金の支出 △ 361

寄附金収入 122,131

科学研究費補助金間接経費収入 401,872

その他の収入 378,307

預り金の増減 128,416

国庫納付金の支払額 △ 13,717

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,140,103

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 11,000,000

有価証券の償還による収入 10,000,000

有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,540,432

施設費による収入 147,300

定期預金の預入による支出 △ 6,000,000

定期預金の払戻による収入 4,500,000

小計 △ 3,893,132

利息の受取額 405

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,892,727

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 1,674,049

小計 △ 1,674,049

利息の支払額 △ 44,632

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,718,681

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） △ 2,471,306

Ⅵ　資金期首残高 5,435,150

Ⅶ　資金期末残高 2,963,844

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 64,270,604

当期総損失 △ 64,270,604

Ⅱ　損失処理額 △ 64,270,604

積立金取崩額 △ 64,270,604

Ⅲ　次期繰越欠損金 0

損 失 の 処 理 に 関す る書 類（ 案）
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（単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 22,911,826 

一般管理費 1,131,516 

財務費用 41,872 

雑損 16,542 

臨時損失 14,872 24,116,629 

（２）（控除）自己収入等

大学院教育収益 △ 215,354 

受託研究収益 △ 1,209,108 

共同研究収益 △ 537,372 

受託事業等収益 △ 246,686 

寄附金収益 △ 68,335 

ILL運営収入 △ 5,940 

GENII利用料収入 △ 167,645 

JUSTICE運営収入 △ 14,040 

UPKI運営収入 △ 16,138 

資産見返寄附金戻入 △ 226,050 

財務収益 △ 2,691 

雑益 △ 123,712 

臨時利益 △ 7,690 △ 2,840,769 

業務費用合計 21,275,860 

Ⅱ　損益外減価償却相当額 1,603,937 

Ⅲ　損益外減損損失相当額 - 

Ⅳ　損益外除売却差額相当額 10,361 

Ⅴ　引当外賞与増加見積額 44,427 

Ⅵ　引当外退職給付増加見積額 21,436 

Ⅶ　機会費用

（１）政府出資の機会費用 25,270 25,270 

Ⅷ　（控除）国庫納付額 - 

Ⅸ　国立大学法人等業務実施コスト 22,981,293 

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報

告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 平成２８年２月１日改訂）及び「「国立大学法人会

計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計

士協会 平成２８年４月２１日最終改訂））を適用して、財務諸表を作成しております。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しております。 

なお、退職一時金については費用進行基準を、また「基幹運営費交付金（機能強化経費）」

「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業

務達成基準あるいは費用進行基準を採用しております。 

また、情報・システム研究機構業務達成基準取扱要領に基づき、役員会の承認を得た事業

については、業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１） 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、受託研究収入によ

り購入した償却資産については当該受託研究期間を耐用年数としております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建    物       ３～５０年 

構  築  物       ３～６０年 

機 械 装 置       １～１７年 

工具器具備品       ２～２０年 

車 両運搬具       １～１０年 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、損

益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいております。 

 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は

計上しておりません。なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加

見積額は、当事業年度末の引当外見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上し

ております。 
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４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。 

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への

掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計

上しておりません。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準

第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しておりま

す。 

 

５．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券   償却原価法（定額法） 

 

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準    低 価 法 

評価方法    移動平均法 

 

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１） 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

新発１０年国債平成２９年３月末利回りを参考に０．０６５％で計算しております。 

 

９．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リースについては、通常の売買取引に準じ

た会計処理によっております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

１１．表示方法の変更 

国立大学法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度より、貸借対照表の「前受受託研究費等」

を「前受受託研究費」及び「前受共同研究費」に、損益計算書の「受託研究費」を「受託研

究費」及び「共同研究費」に、「受託研究等収益」を「受託研究収益」及び「共同研究収益」

に、キャッシュ・フロー計算書の「受託研究等収入」を「受託研究収入」及び「共同研究収

入」に、国立大学法人等業務実施コスト計算書の「受託研究等収益」を「受託研究収益」及

び「共同研究収益」にそれぞれ区分して表示しております。 
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Ⅱ．貸借対照表関係 

１．運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は、280,166 千円です。 

２．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、3,054,814 千円です。 

 

 

Ⅲ．損益計算書関係 

ファイナンス・リース取引において、当該取引による減価償却費及び利息支払額と当該取

引に係る収益化額との間に差が生じており、当該差額が当事業年度の損益に重大な影響を与

えております。 

当該ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△180,389 千円であり、当該影

響額を除いた当期総利益は、116,118 千円であります。 

 

 

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書関係 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金  4,463,844 千円  

定期預金 △ 1,500,000 千円  

資金期末残高   2,963,844 千円  

 

２．重要な非資金取引 

寄附受けによる資産の取得  136,126 千円  

ファイナンス・リースによる資産の取得  19,725 千円  

 

 

Ⅴ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

引当外退職給付増加見積額には、国又は地方公共団体からの出向者に係る分 31,849 千円 

（３名）を含んでおります。 

 

 

Ⅵ．固定資産の減損に係る注記事項 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅶ．金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金及び国債等に限定しております。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条が準用する独立行政法人通則法第４７条の

規程に基づいており、株式等は保有しておりません。 

なお、固定資産の一部についてはリース取引を行っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額(*１) 時価(*１) 差額(*１) 

（１）現金及び預金 

（２）有価証券 

（３）リース債務 

（４）未払金 

4,463,844  

1,000,000  

(2,559,559) 

(4,005,602) 

4,463,844  

1,000,000  

(2,616,259) 

(4,005,602) 

- 

- 

56,700 

- 

(*１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金 

現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

（２）有価証券 

本有価証券は譲渡性預金であり短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。 

（３）リース債務 

一定の期間毎に区分したリース債務の元利金の合計額を、リスクフリーレートに近い財

政融資資金の借入れにかかる利率で割り引いて算定する方法により、時価を算定しており

ます。 

（４）未払金 

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

 

Ⅷ．賃貸等不動産関係 

当法人の所有する賃貸等不動産には金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

Ⅸ．資産除去債務関係 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

Ⅹ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅺ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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Ⅻ．積立金の国庫納付等 

前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は 375,321 千円であり、これに前中期目標期

間の最終年度の未処理損失△130,346 千円及び前中期目標期間繰越積立金の使用残額

762,767 千円を加えると、積立金は 1,007,743 千円となります。 

この積立金 1,007,743 千円のうち、今中期目標期間の業務の財源及び固定資産の見合い等

として繰越の承認を受けた額は 994,025 千円であり、差し引き 13,717 千円については国庫に

納付しております。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 属 明 細 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自：平成２７年４月 １日 

 

至：平成２８年３月３１日 

 

 

 

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 

  



附属明細書 

（１） 固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細   ············  １３ 

（２） たな卸資産の明細   ·················································  １４ 

（３） 無償使用国有財産等の明細   ·········································  １４ 

（４） ＰＦＩの明細   ·····················································  １４ 

（５） 有価証券の明細 

（５）－１  流動資産として計上された有価証券   ···························  １４ 

（５）－２  投資その他の資産として計上された有価証券   ···················  １４ 

（６） 出資金の明細   ·····················································  １４ 

（７） 長期貸付金の明細   ·················································  １４ 

（８） 借入金の明細   ·····················································  １４ 
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（１０）－１ 引当金の明細   ···············································  １４ 

（１０）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細   ···························  １４ 

（１０）－３ 退職給付引当金の明細   ·······································  １４ 

（１１）資産除去債務の明細   ···············································  １５ 

（１２）保証債務の明細   ···················································  １５ 

（１３）資本金及び資本剰余金の明細   ·······································  １５ 

（１４）積立金の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

（１４）－１ 積立金の明細   ···············································  １５ 

（１４）－２ 目的積立金の取崩しの明細   ···································  １５ 

（１５）業務費及び一般管理費の明細   ·······································  １６ 

（１６）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

（１６）－１ 運営費交付金債務   ···········································  ２０ 

（１６）－２ 運営費交付金収益   ···········································  ２０ 

（１７）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

（１７）－１ 施設費の明細   ···············································  ２０ 

（１７）－２ 補助金等の明細   ·············································  ２１ 

（１８）役員及び教職員の給与の明細   ·······································  ２２ 

（１９）開示すべきセグメント情報   ·········································  ２３ 

（２０）寄附金の明細   ·····················································  ２４ 

（２１）受託研究の明細   ···················································  ２４ 

（２２）共同研究の明細   ···················································  ２４ 

（２３）受託事業等の明細   ·················································  ２４ 

（２４）科学研究費補助金の明細   ···········································  ２５ 

（２５）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

（２５）－１ 現金及び預金の明細   ·········································  ２６ 
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（２５）－４ リース債務の明細   ···········································  ２６ 
































